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研究成果の概要（和文）：本研究は「新しい公共」「共助」政策が震災復興と雇用創出に与えた効果を検証した
ものである。主として、東松島まちづくり協議会等のNPO・社会的企業等への訪問調査や文献調査を行った。政
府・自治体が予算を投入し、仮設住宅や復興住宅等のインフラをどれだけ整備しても、人々のつながりや信頼等
のソーシャル･キャピタルの構築が不十分であること、特に福祉分野でNPO法人と社会福祉法人への公的支援に格
差があること等を解明した。研究成果を、国際NPO学会(ISTR)、アメリカNPO学会(ARNOVA)、社会的企業国際会議
(EMES) 等の国際学会や日本NPO学会で報告し、共著『はじめてのNPO論』を出版した。

研究成果の概要（英文）：The New Public Commons and the Society of Mutual Assistance are the 
philosophy relating to the provision of public goods and services by citizens, NPOs, companies, and 
other organizations. It entails opening up area previously monopolized by government bureaucrats to 
the “public” so that those aspects of it that cannot be dealt with by bureaucrats alone, can be 
managed through collaboration between the government and citizens. There are problems that need to 
be addressed. The first is a need to support for networking of small sized SE. For example, we must 
utilize a sleeping (dormant) account for social welfare. It refers to a deposit account in a 
financial institution that holds funds for a long period. The second is to eliminate inequalities in
 the tax system between new-comer small sized NPOs and traditional social welfare corporations.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
「仮設の方がよかった。」これは、復興公営住宅を訪問した際、仮設住宅から転居した被災者から伺った。政
府・自治体が予算を投入し、インフラをどれだけ整備しても、それだけでは復興ではない。政府とは異なる価値
を持つNPO・社会的企業が、「公共の担い手」として、震災直後から現地のサポートセンター等と協働して雇用
創出等に尽力してきた。しかし、NPO等への社会的支援が不十分であるため、人々のつながりや信頼等のソーシ
ャル･キャピタルを十分には構築できず、震災からの生活再建・復興には至っていない。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
東日本大震災からの復興を目指して、民主党政権下で NPO 法(特定非営利活動促進法)が改

正され(2012 年)、NPO・社会的企業が「新しい公共」の担い手となることが期待された。「新
しい公共」とは、もはや制度疲労を起こし、市民の多様な要求に応えられず機能不全に陥った
政府や自治体に代わり、市民を中心とする組織が公共的なサービス提供の担い手となることを
いう。さらに、「復興支援型地域社会雇用創造事業」(予算総額 32 億円)により、被災地におけ
る社会的企業の起業が支援され、約 600 人の社会的企業家を育成した。ところが、この社会的
企業家が現在どの程度事業や雇用を継続しているかを HP により調べてみると、約 200 件の
みしかない。背景には NPO・社会的企業を法的・財政的に支援する制度に不備があるためで
あった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、東日本大震災後の「新しい公共」(民主党政権)「共助」(自民党政権)の政策

が震災からの復興と雇用創出・維持に与えた効果を検証することにある。特に、震災直後から
現地の行政や企業等と協働して救援や復興に尽力した NPO (民間非営利組織)・社会的企業の役
割に焦点を合わせる。被災者自らが設立した NPO・社会的企業が東北地域でどのように雇用
を創出し維持し続けているかを現地調査とアンケート調査により研究することにより、復興と
雇用創出・維持に直接貢献する。公共経済学や経営学、ソーシャル・キャピタル論、まちづく
り論、行政学から学際的に研究することにより、「新しい公共」「共助」政策が震災復興と雇用
創出・維持に与えた効果を検証し、社会的企業等に対して今後どのような社会的支援策が必要
かを提示する。 
 
３．研究の方法 
本研究は「新しい公共」「共助」政策が震災復興と雇用創出に与えた効果を検証したものであ

る。主として、東松島まちづくり協議会等の NPO・社会的企業等への訪問調査や文献調査を行
った。訪問調査を行った団体は以下のとおりである。認定 NPO 法人杜の伝言板ゆるる(仙台
市)(2016 年 12 月 5 日)、一般社団法人みやぎ連携復興センター(仙台市)・東松島まちづくり協
議会(東松島市) (2017 年 1 月 22 日-23 日)、特定非営利活動法人アスヘノキボウ(宮城県女川
町)(2018 年 7月 27 日) 
 
４．研究成果 
本研究は「新しい公共」「共助」政策が震災復興と雇用創出に与えた効果を検証したものであ

る。「仮設の方がよかった。」これは、復興公営住宅を訪問した際、仮設住宅から転居した被災
者から伺った。政府・自治体が予算を投入し、インフラをどれだけ整備しても、それだけでは
復興ではない。政府とは異なる価値を持つ NPO・社会的企業が、「公共の担い手」として、震災
直後から現地のサポートセンター等と協働して雇用創出等に尽力してきた。しかし、NPO 等へ
の社会的支援が不十分であるため、人々のつながりや信頼等のソーシャル･キャピタルを十分に
は構築できず、震災からの生活再建・復興には至っていない。政府・自治体が予算を投入し、
仮設住宅や復興住宅等のインフラをどれだけ整備しても、人々のつながりや信頼等のソーシャ
ル･キャピタルの構築が不十分であること、特に福祉分野で NPO 法人と社会福祉法人への公的支
援に格差があること等を解明した。 
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